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（別紙２） 原告世帯の収入と生活保護基準 

       

 原告世帯の年間収入 

平成１８年９月２８日より前 平成１８年９月２８日以降 

①収入金額    ３，１６３，３０１円 ①収入金額   ２，８１１，１９６円

主   事業所得  １，２５２，１０５円 主  事業所得  ９００，０００円

妻   給与収入 ９６８，６００円 妻  給与収入 ９６８，６００円

母 専従者給与   ５００，０００円 母 専従者給与 ５００，０００円

母 年金収入   ４４２，５９６円 母 年金収入 ４４２，５９６円

②勤労収入に伴う経費８８４，８４１円 ②勤労収入に伴う経費 ８０３，２６０円

基礎控除 ６３４，８００円 基礎控除 ５８７，４００円

特別控除  ２５０，０４１円 特別控除 ２１５，８６０円

③実費控除      ３２，７２０円 ③実費控除      ３２，７２０円

国保税        ０円 国保税       ０円 

 介護保険料  ３２，７２０円 介護保険料    ３２，７２０円 

Ａ 収入認定額（①－②－③）  

        ２，２４５，７４０円   

Ａ 収入認定額（①－②－③）  

        １，９７５，２１６円   

 

原告世帯の年間の生活保護基準 

①第 1類    １，７４３，８４０円 ①第 1類    １，７４３，８４０円

  主 ４４歳   ３５５，０８０円   主 ４４歳   ３５５，０８０円 

  妻 ３４歳    ３７４，５２０円   妻 ３４歳    ３７４，５２０円 

  子 １３歳    ３９１，３２０円   子 １３歳    ３９１，３２０円 

  子 １１歳    ３１６，８００円   子 １１歳    ３１６，８００円 

  母 ７１歳    ３０６，１２０円   母 ７１歳    ３０６，１２０円 

②第２類（５人）  ６８９，３７０円 ②第２類（５人）  ６８９，３７０円

③各種加算         １４６，６３０円 ③各種加算         ３６３，５５０円

 期末一時扶助 ５人 ５４，９５０円  期末一時扶助 ５人 ５４，９５０円

教育扶助      ９１，６８０円 教育扶助      ９１，６８０円

  医療扶助             ０円  医療扶助          ２１６，９２０円

Ｂ 生活保護基準（①＋②＋③）     

        ２，５７９，８４０円

Ｂ 生活保護基準（①＋②＋③）    

            ２，７９６，７６０円

     

 収入と保護基準の比較 

 Ａ－Ｂ ＝ △ ３３４，１００円

 Ａ÷Ｂ ＝ ８７．０％ 

Ａ－Ｂ ＝ △ ８２１，５４４円 

Ａ÷Ｂ ＝ ７０．１％ 

 


